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周知のように，生産手段の所有関係と経済諸単位間の相互調整機構は従来か
ら経済体制類型化の主要な基準であったもすなわち，一方に私有か公有（あ
いるは国有）かの分類軸が存在し，他方に市場か計画（あるいは指令）かの分類軸
が存在した。そして，一般的には私有と市場を制度的基調とする体制が資本主
義経済であり，公有と計画を制度的基調とする体制が社会主義経済であるとい
うものであった。
けれども，今日の経済体制は最早こうした単純な基準だけでは類型化できな
いほどに，あるいは「資本主義経済 vs.社会主義経済」ないし「市場経済vs.
計画経済」という分析枠組みでは捉え切れないほどに多様化してきている。同
時に，東西の経済体制間で経済諸単位間の相互調整機構が類同化してきている
1)例えば，つぎの個所を参照されたい。 G.Grossmann, Economic Systems, Prentice-
Hall, Inc., 1967 (大野吉輝訳『経済体制論」東洋経済新報社， 1967年）， 21-26ページ
（邦訳）； Paul R . Gregory & Robert C. Stuart, Comparative Economic Systems, 
Houghton Mifflin Company, 1980, pp. 12-13, 21 ; 加藤寛『経済体制論』東洋経
済新報社， 1971年， 21-25ページ。
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のに対し，生産手段の所有関係に関しては依然として大きな相違が存在するよ
うである 2)。 その意味で，所有制度の重要性が増大し，体制比較の第一の基準
とすべき状況が生じていると言えよう。 ・
しかし，従来の体制論では体制間に存在する体制の原型にかかわる重大な相
違，つまり市場と計画（あるいは分権と集権），私有と公有といった相違は認めら
れていても，こうした体制間に存在する相違それ自体は十分に問題とされてこ
なかった。結局，そうした相違を与件とした上での効率性分析が行われてき
た。
本稿では以上の状況を踏まえて，所有制度の観点から経済体制の把握を試み
る。そこで，所有あるいは所有権とはそもそも何であるかという問題から取り
扱うことにする。
I. 所有権の概念
ここでは，オノーレ (A.M. Honorも），スネアー (F._Snare), フルボトンとペ
ジョヴィッチ (E.G. Furubotn & S. Pejovich), アドラー カーー ）レソン(G.Adler-
Karlsson) らの主張を検討することによって，所有権の概念を明確化してみた
い。
まず，オノーレは様々なタイプの所有権の理解・比較・評価が可能となる標準
的なケースの所有概念を「完全な個人的所有権の自由主義的概念」 (the'liberal'
concept of'full'individual ownership)3)と呼ぶ。そして， この「完全な個人
的所有権の自由主義的概念」の「標準的な付帯権利、・義務」(standardincidents)4) 
の説明を与えることが所有権の概念を分析することになるという。つまり，才
2)福田敏浩『比較経済体制論原理』晃洋書房， 1986年， 193ページ参照。
3) A. M. Honore, "ownership," in A. G. Guest (ed.), Oxford Essays in ]urispr-
udence, Oxford Uuiversity Press, 107-147, 1961, p. 107. 「完全な個人的所有権の
自由主義的概念」は言わば最も制限の弱い所有権の概念であり．，一般的にはその制限
の程度に応じて様々な所有権の概念が考えられているようである。
4) Ibid., p. 112. 
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ノーレは「完全な個人的所有権の自由主義的概念」の「標準的な付帯権利・義
務」を所有権の概念における必要な構成要素とみなしている。結局，・オノーレ
は所有権をつぎのような11の構成要素からなるものと考える 5)。
(1) 占有権(theright to possess) 
(2) 使用権(theright to use) 
(3) 管理権(th~right to manage) 
(4) 所得権(theright to the income) 
(5) 資本権(theright to the capital) 
(6) 安全権(theright to security) 
(7) 譲渡可能性の付帯権(theincident of transmissiblity) 
(8) 期間欠如の付帯権(theincident of absence of term) 
(9) 有害な使用の禁止(theprohibition of harmful use) 
UO) 強制執行に服すべき義務(liabilityto execution) 
Ul 残余財産の性質(residuarycharacter) 
オノーレによれば，「占有権」とは事物を排他的且つ物理的に制御する権利で
あり，所有権の全体構造が依存している基礎をなすものである丸「使用権」と
は所有されているものを所有者個人が使用・享受する権利である。「管理権」と
は所有されているものがどのように，そして誰によって使用されるべきかを決
定する権利であり，現代社会において著しく重要性の増大した要素である。「所
得権」とは事物の個人的使用を控え，他者にその使用を承認することから生ず
る便益を享受する権利である。「資本権」とは事物を譲渡・・消費・廃棄する権
利であるが，なかでも譲渡するパワーが最も重要な側面をなす。そして，この
譲渡するパワーは事物の正当な処分を行うパワーと事物に対する保有者の権原
(title)譲渡のパワーに分割される。「安全権」とは，・破産や負債のための強制執
行を別として，一般に所有権の移転は所有権者の合意に基づくというものであ
5) Ibid., pp. 112-128. 
6) Ibid., p. 113. 
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る。「譲渡可能性の付帯権」とは事物の利益の保有者が後継者達にその利益を譲
渡しうるということであり，相続権に当たる。「期間欠如の付帯権」とは期間が
限定されていないということであり，言わば永続権とでも呼びうるものである。
「有害な使用の禁止」とは他者に有害な方法で財を使用することを控える義務で
あり，「強制執行に服すべき義務」とは負債返済のための財の取り上げに従う義
務である。最後に，「残余財産の性質」とは財産復帰のルールのことである。
オノーレは以上の11の所有権の構成要素を挙げているのであるが，重要なこ
とはその11の要素全体では所有権者として指定されるための十分条件になりう
るとしても，個々には所有権者として指定されるための必要条件ではないと考
えられていることである匹
9つぎに，スネアーによれば， 「AがPを所有する」ということは基本的には
つぎのようなことを意味する8)。
(1) AがPを使用する権利を持つ。
(2) もしAが同意するならば，そして同意する場合にのみ，他者がPを使用
してもよい。
(3) AはJレー ル(1),(2)の下での権利を特定の他者に同意によって永久に譲渡
してもよい。
これらの中心的Jレールに加えて，さらにスネアーはつぎの3つのルールが所．
有権に意味を与えるのに役立つという。
(4) 処罰ルール (PunishmentRules) : 他者BがAによる Pの使用を妨害する
か， BがAの同意なく Pを使用する場合， Bは適切な方法で処罰される。
(5) 損害Jレー ル(DamageRules) : 他者BがAの同意なしにPに損害を与えた
場合，適切な損害賠償がBに要求される。
(6) 責任Jレー ル(LiabilityRules) : もじPが他者Bの身体あるいは財産に損
7) Ibid., pp. 112-113. 
8) F. Snare'. "The Concept of Property," A加がcanPhilosophical Quarterly, Vol. 
9, No. 2, 200-206, April 1972, pp. 202-204. 
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害をひきおこすならば， Aが責任を負わされ，損害賠償を請求される。
スネアーは，以上のように所有権は 6つの権利・義務あるいはルールからな
るものと考えるのであるが叫 全ての所有権が必ずこの 6つの要素から構成さ
れるものではないという点が強調される10)。この点に関してはスネアーはオノ｀
ーレと全く同じ立場をとる。つまり，スネアーの場合であれば6つの構成要素
の，オノーレであれば11の構成要素のサプ・セットが所有権と呼ばれるものの
多様性を構成することになる。
また，フルボトンとペジョヴィッチは所有権をつぎのように規定している11)。
「所有権は，人と物との間の諸関係を指すのではなくて，むしろ物の存在から
生じ，その使用に関係する人々の間の承認された行動上の諸関係を指すもので
ある。所有権の指定は，あらゆる人が他の人との相互作用において遵守しなけ
ればならない，あるいは違反の為の費用を負わなければならない物についての
行動規範を示す。その際，コミュニティにおける支配的な所有権システムは稀
少な資源の使用についての各人の立場を定義する経済的・社会的諸関係の集合
として記述される。（下線一引用者）」
最後にアドラーーカールソンの所有権の概念について考えてみよう。彼にとっ
て， 「所有の概念は分割不可能な概念ではなくて，その全く反対に互いに容易
9)スネアーは， (1),(2), (3)の権利をそれぞれ「使用権」 (theRight of Use), 「排除権」
(the Right of Exclusion), 「譲渡権」(theRight of Transfer)と呼んでいる。
10) Snare, op. cit., p. 205. この場合スネアー自身が言うように，構成要素の中に中心的
なものとそうでないものとの相違は存在しよう。この点については，オノーレの挙げ
ている構成要素についても同じようなことが言える。例えば， ベッカー(L.Becker) 
はオノーレの11の構成要素に言及して， 「私は所有権と呼ばれるサプ・セットは少な
くとも最初の 5つの要素の一つを含まなければならないと言うのが無難だと思う」
と述べ，他の要素の重要性と最初の5つの要素の重要性とを区別している。 (L.C. 
Becker, Property Rights : philosophic foundations, Routlede & Kegan Paul, 
1977, p. 20.) 
11) E. G. Furubotn & S. Pejovich, "Property rights and economic theory : a 
survey of recent literature," Journal of Economic Literature, Vol. 10, No. 4, 
1972, p. 1139. 
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に分離できるいろいろな機能を包含する概念」であり，従って「所有0は，
…いわば a,b, c等の諸機能に等しい（下線一引用者）」ことになる12)。
以上，検討してきた4つの所有権概念の相互関連を考えると，フルボトンと
ペジョヴィッチの言う「行動上の諸関係」，「経済的・社会的諸関係の集合」や
アドラーーカールソンの言う「a,b, c等の諸機能」が，実はスネアーの言うと
ころの所有権の概念における必要な構成要素に相当することがわかる。すなわ
ち，上述の4つの所有権の定義の共通点は，所有権を分割可能な概念として把
握していることである。換言すれば，所有権は「諸権利の束」(bundleof rights)18l 
として理解されていることになる。
ところで，以上のように所有権制度を理解することは所有問題に極めてドラ
ィスティツクな観点を導入していることになる。つまり，ここでは所有の問題
を「実物域」 (realsphere)の問題としてではなく，基本的に「制御域」 (control
sphere)14'の問題として把握しているのである15)。換言すれば，われわれは「社
12) G. Adler-Karlsson,'Functional Socialism, Borkforlaget Prisma, 1967 (丸尾直美
• 永山泰彦訳『機能的社会主義：中道経済への道」ダイヤモンド社， 1974年）， 25ペー
ジ（邦訳）。結局，所有O=a + b + c +• • • + nということである。．
13) Furubotn & Pejovich, op. cit., p. 1139; A. A. Alchian & H. Demsets, "The 
Pro芦rtyRight Paradigm," Journal of Economic'History, Vol. 33-I, 1973, p. 
20. また，ベッカーは「所有権は様々な種類の権利，権利関係の集合である」と述べ
ているが，これも所有権を全く同じように理解しているものと考えられる (Becker,
op. cit., p. 21). ところで，「諸権利の束」の中味については，オノーレとスネアーの
挙げているものは必ずしも正確に対応しているわけではないが， 「使用権」について
は言うまでもなく，ほぽ同じような項目を挙げていると考えられる。例えば，スネア
ーの言う「排除権」はオノーレの言う 「占有・管理・所得・資本権」に， 「処罰・損
害ルール」は「安全権」に， 「責任ルール」は「有害な使用の禁示」と「強制執行に
服すべき義務」に，• また「譲渡権」は「譲渡可能性・期間欠如の付帯権」に対応する
といった具合である。 • • 
14) J. Kornai, Anti-EquiJゐrium,North-Holland Publishing Company, 1971(岩城博
司・淳子訳『反均衡の経済学』日本経済新報社，1975年），pp.39-42, 43-46ペー ジ（邦訳）。
15)村上泰亮・熊谷尚夫・公文俊平『経済体制論』岩波書店， 1973年， 185ベージ参照。た
だし，村上・熊谷・公文氏は所有の問題は「実物域」の問題であるという立湯である
ように思われる。
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会システムの『所有構造」は………・「意思決定構造』に還元しうる。」16)という
立場に立っているのである。 「社会的所有」のもとで自主管理社会主義を実践
しているユーゴスラビアの代表的経済学者であるホルヴァートはかって「私は
所有という伝統的概念を経済的制御というより一層基本的な概念によって置き
換えたい」1りと述べたが，その際彼は同じような銀点から所有問題を考えよう
としていたものと推察される。というのは，ューゴスラビアの「社会的所有」
は所有問題を「意思決定構造」あるいは「制御域」の観点から眺める場合にの
みその内実が充分に理解されるものであると考えられるからである18)。その具
体的説明は後に行うこととして，ここでは所有問題を「制御域」の問題として
把握することの重要性だけを指摘するにとどめたい。
JI. 所有権制度分析のための枠組み〔A〕
所有権の概念に関する前節の議論は， オノーレの言うように， 言わば所有
する権利についての議論であり，これに対して当然「所有されるもの」(thething 
owned), すなわち「所有権の客体」 (theobject of ownership)19)が存在する。ま
た，・スネアーは所有権の概念を分析するに当たって「AはPを所有する」とい
う基本的表現から出発し，その表現の意味内容を分析することで所有権の概念
の明確化を目指したのであるが，同時に彼はAとPに様々なヴァリアントがあ
ることを示唆した20)。こうして，所有権の問題を考える際にこのAとP,すな
わち「所有主体」と「所有客体」の概念が必須のものであることがわかる。こ
の意味からも，所有権制度把握のためには前節の所有権の定義を越える所有権
16)吉田民人， 「社会システム論における情報ー資源処理パラダイムの構想」，『現代社会
学』， Vol. 1, No:1 (創刊号）， 1974年， 15,29ペー ジ。
17) B. Horvat, The Yugoslav Economic Systems: The first labor-managed economy 
in the making, Sharpe, 1976,p. 170. 
18)注39)参照。
19) Honore, op. cit., p. 128. 
20) Snare, op. cit., .p. 205. 
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制度分析のための一般的枠組みが必要となってくる。
ここでは，以上の観点から所有権制度分析のための枠組みを提示しているリ
ーヴ (A.Reeve)と吉田民人氏の見解を比較・検討してみたい。所有権の概念
に関しては両者ともに前節で扱った 4つの概念と同じように所有を分割可能な
概念と捉えているのであるが， それに加えて所有問題を考える際の「所有主
体」，「所有客体」の重要性が強調される。
まず， リーヴは所有問題を考える際に最小限必要な観点としてつぎの 7つの
ものを挙げている21)0 
(1) 所有客体(objectsof property) 
(2) 獲得・譲渡・喪失の方法(meansof acquisition, transfer and loss) 
(3) 特定の個人・集団の地位(thestatus of particular persons or group of 
persons) 
(4) 責任・義務の配分(thedistribution of responsibilities and liabilities) 
(5) 特定利益の指定(specificationof particular interests) 
(6) 利益の最大限度(theextent of the geatest interest) 
(7) 利益保護のために利用できる方法(meansavailable to protect an interest) 
以上 7つの観点の中で，第 1の「所有客体」と第 3の「特定の個人・集団の
地位」（＝所有主体）という観点が重要であることは先に指摘したところである
が，例えばもし「所有客体」になりうるもの，あるいは「所有主体」になりう
るものが異なる社会は異なった種類の社会組織を持つことになろう。また，第
4から第 7までの観点は，前節で扱ったオノーレやスネアーが所有権を構成す
る要素として挙げているものに相当するものと思われる。つまり， 「特定利益
の指定」や「利益の最大限度」といった観点はどのような利益をどこまで認め
るかということであり，オノーレやスネアーの主張する所有権概念の中心的権
利・ 義務・ルールに通ずる観点である。これに対して，「責任・義務の配分」，
「利益保護のために利用できる方法」といった観点はオノーレ，スネアーの所
21) A. Reeve, Property, Macmillan, 1986, pp. 39-45. 
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有権概念におけるその他の権利・義務.)レールに通ずる観点であると考えられ
る。最後に， リーヴの挙げる第 2の「獲得・譲渡・喪失の方法」という観点は
オノーレの「譲渡可能性の付帯権」，「期間欠如の付帯権」やスネアーの「譲渡
権」に通ずるものであると考えられるが，同時にこの観点は「権原」の概念，
あるいは所有権の正当化の議論に関連してくるものである 22)。
つぎに，吉田民人氏の見解をみてみよう 23)。吉田氏の「所有構造の理論」の
出発点は， 「社会システム」を「複数主体の情報処理ならびにそれによって制
御される複数主体の資源処理のシステム」，あるいは「複数主体の資源処理な
らびにそれを制御する複数主体の情報処理のシステム」24) であると定義すると
ころにある。この「社会システム」の定義から，「社会的制御能」という概念
が「所有構造の理論」における基礎範疇として浮かび上がってくる。 「社会的
制御能」は，「一定の社会システムにおいて社会的に保障または禁制された，一
定の主体の，一定の資源に対する，一定の自律的な関係行為の可能性の集合」24)
22) Ibid., p. 40. なお，オノーレ，スネアーも「権原」の重要性を指摘している。した
がって， これまでの議論から理解されるように，オノーレ， スネアーもともに所有権
制度分析のための枠組みを提示していたのであるが，ここでは彼らが「枠組み」を意
識的に明示していないという理由で別に取り扱った(Honore,op. cit., pp.134-141 ; 
Snare, op. cit., p. 201)。
23)吉田氏の所有の理論（厳密には，所有の構造理論）は，氏の言う「自己組織システム
の理論」ないし「社会システムの理論」の一部であり，氏によれば「自己組織システ
ムの理論は生成問題を扱う構造理論と選択問題を扱う機能理論との•….. 統合によっ
て，はじめて存立しうる」という。つまり， 「自己組織システム」の「構造ー機能理
論」の説明方式はつぎの 2段階の作業を経る。「第 1に， 所与の構造領域において生
成可能な梱造の変異の全体集合を，一定のメタ梱造または＜梱造生成原理＞によって
説明し，第 2に，その全体集合のなかからの特定の梢造の選択を，所与の与件のもと
での要件充足の許容性と最適性という＜構造選択原理＞によって説明する」のである
（吉田民人， 「所有構造の理論」，安田三郎・塩原勉・窟永健一• 吉田民人編『基礎
社会学第IV巻：社会栴造』東洋経済新報社， 198-244,1981年， 228-229, 242-243ペー
ジ）。なお，箪者は吉田氏の所有理論は現代の経済社会体制を問題とする者にとって
避けて通ることのできない意義を有するものと考えている。その意味で，本稿では吉
田氏の「所有構造の理論」全体を取り上げることにした。
24)吉田，「所有措造の理論」， 213ページ。
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と定義されるが， この「社会的制御能」の定義に基づいて，さらにつぎのよう
な「社会的制御能」の分析枠組みを構成する 5つの基本概念が提示される 25)0 
(1) 制御能の社会的保障・禁制：社会規範および／または社会的勢力による
保障ないし禁制
(2) 制御能の主体：家族，企業，自治体，国家，国際的プロック，人類
(3) 制御能の客体：物的資源，情報的資源，人的資源，関係的資源
(4) 制御能の内容：①決定領域：支配能（使用・収益・処分など），支配一帰属
能，帰属一帰属能
②決定局面：採択．拒否両面を含む場合，拒否局面のみ
の場合，採択・ 拒否両面を含まない場合
（発議・立案・協議修正・執行など）
③決定水準：上級決定，中級決定，下級決定
(5) 制御能の帰属：①完全排他的帰属
②不完全排他的帰属
③完全非排他的帰属
④帰属期間（制御能の存続期間）
まず，第 1の「制御能の社会的保障・禁制」は， 「制御能」が社会規範，社
会的勢力によって保障ないし禁制されるという視覚であるが，社会規範として
は国家法と非国家法的規範が考えられている。その一方で「一定の自律的な関
係行為」は，社会的規範と独立に，社会的に事実として可能か不能かが問われ
る。この事実として可能か不可能かの基準に国家法，非国家法的規範の承認・
否認・無記（承認・否認のいずれでもない）の分類基準が加えられ，「制御能の社会
的保障・ 禁制」の諸形態が導出される 26)0 
第2の「制御能の主体」は，最も具体的な「家族，企業， 自治体，国家，国
際的プロック，人類」といった分類や， 「個人，部分社会，全体社会」の 3分
25)同上， 213-222ページ。
26)同上， 214ページ参照。
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法，あるいは「全体主体，部分主体」ないし「上位主体，下位主体」の 2分法
が提示される。
第3の「制御能の客体」は， 「物的資源，情報的資源，人的資源，関係的資
源」の 4タイプに分類されるが， 現代社会における＜地位＞なる「関係的資
源」の重要性の著しい増大が強調される27)0 
第4の「制御能の内容」28)とは，「社会的制御能」の定義にある「一定の自律
的な関係行為の可能性の集合」のことであるが，この「一定の自律的な関係行
為の可能性の集合」は「関係行為」の「領域」， 「局面」， 「水準」の 3つの
視点から分類される。まず，第 1の「関係行為の領域」は，法律的には使用，
収益，処分（あるいは管理，利用，処分）などの区分が存在するが， ここでは「支
配能」， 「支配ー帰属能」，「帰属一帰属能」の 3分割が導入される。「支配能」
とは客体に対する管理，収益といった「すべての実質的な関係行為の可能性の
総称」であり，その一定の「支配能」を自己自身または一定の他者に帰属させ
る可能性が「支配一帰属能」である。さらに，その「支配一帰属能」を一定の
27)つまり，＜地位＞は「一連の物的，情報的，人的，関係的な諸沢源の制御能が集約さ
れた・・・・・・資源形態」である。その意味で，＜地位＞なる「関係的資源」は「一定の制
御能集合」ないし「一定の集約制御能」と定義されている（吉田，「所有構造の理論」，
218ページ）。ところで，この定義に関連して官僚制化は「制御能空間における地位カ
テゴリーならびに地位資源の全面的展開を意味している」と捉えたうえで， 「全般的
官僚化と規定される社会主義社会の所有関係の実態は，制御能空間の，地位資源を媒
介にした……視角なしには把握できない」という指摘や「一方，一定の有体物に対す
る近代的所有権の取得と，他方，一定の有体物に対する完全排他的な無期限の内容包
括制御能（後述）を権限とする，一定の管理的地位の取得とは，任期の有期ー無期と
いう関係を捨象すれば， その制御能空間における機能は全く等価なのである。」とい
う指摘は非常に示唆に富むものである（同， 237-238ペー ジ）。
28)ここで注目すべきことは，吉田氏自身も述べているように， 「制御能の客体」と「制
御能の内容」（これは，後の議論から明らかになるように，「所有客体」と「所有内容」
をも意味している）が区別されていることである。これは極めて大きな意味をもって
くる（吉田，「所有構造の理論」， 219ページ参照）。また， 本稿で扱ったオノーレや
スネアーの挙げた所有権の概念の構成要素は実はこの「制御能の内容」， したがって
「所有権の内容」のことであったと考えられる。
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他者に帰属させる可能性が「帰属一帰属能」である。そして， 「支配能」のみ
の場合が「制御能領域の 1階性」， 「支配能」に「支配一帰属能」を含む場合
が「制御能領域の 2階性」， 「支配能」と「支配一帰属能」に「帰属一帰属能」
まで全てを含む場合が「制御能領域の 3階性」と呼ばれる29)oつぎに，「関係行
為の局面」は＜採択．拒否両面を含む場合＞，＜拒否局面のみの場合＞，＜採
択．拒否両面を含まない場合（発議・立案・協議修正・執行など）＞の 3つに分割さ
れる。最後に，「関係行為の水準」は決定の重要性の高いものから低いものヘ
「上級，中級，下級決定」と分割される。なお，「制御能の客体」と「制御能
の内容」とを合わせて「制御能の対象」と呼んでいる。
最後に， 「社会的制御能」の分析枠組みを構成する基本概念の第 5の「制御
能の帰属」とは， 「制御能の対象」の「制御能の主体」への帰属のことである
が，まず「帰属の排他性ー非排他性」を基準にして 3つの様式に区分される。
第 1は「完全排他的帰属」であり，単一の個人または集団にのみ一定の「制御
能対象」が帰属する場合，第2は「不完全排他的帰属」であり，一定の条件を
みたす複数の個人または集団のそれぞれに一定の「制御能対象」が帰属する場
合，最後に第 3は「完全非排他的帰属」で，あらゆる任意の個人または集団の
それぞれに一定の「制御能対象」が帰属する場合である 30)。さらに， 「制御能
29)この「支配能」，「帰属能」の定義にかかわる具体例として，つぎのようなものが挙げ
られている。例えば「権利関係における第三者に対する対抗力の有無は，支配ー自己
帰属能の有無であり，賃貸や転貸は支配ー他者帰属能の行使」である。また「第三者
に対抗できず，転貸不能かつ譲渡不能な賃貸権は1階性の制御能，一般に一身専属的
な人格権や身分権は2階性の制御能，そして近代的所有権は……3階性の制御能であ
る。」（吉田，「所有構造の理論」， 219-220ペー ジ）
30)この「制御能の帰属」にかかわる具体例として， つぎのようなものが挙げられてい
る。 「所有権その他の物権は完全排他的帰属の，また空気その他の自由財は完全非排
他的婦属の，それぞれの代表的な事例である。それに対して入会権の例では，制御能
客体すなわち入会山の管理処分の権能は， 1村入会の場合，当該の入会団体に完全排
他的に帰属するが，その利用権能は，団体構成員の各自に，また団体構成員にのみ帰
属する。つまり， 利用権能の帰属は不完全排他的ないし不完全非排他的なのである
（吉田，「所有構造の理論」， 222ページ）。
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の帰属」の様式には，「制御能」の「存続期間」（あるいは「帰属期間」）の「長期性
一短期性」（あるいは「包括性一分割性」）の様式が考えられている。
以上が，吉田氏の「所有構造の理論」における基礎範疇としての「社会的制
御能」概念の分析枠組みである。かつての吉田氏は「制御能」一般と所有概念
を等置していた31)。つまり，そこでは上述の「社会的制御」の枠組みが即所有
構造の枠組みであった。しかし，氏自身が述べているように， 「所有概念を制
御能一般と等置すれば，………広義にすぎて，分節力を失う」32)であろう。
そこで，＜所有＞なる「制御能」形態を・「制御能」一般の中からどう特定化
するかという問題に対して，論理的にはさきの「社会的制御能」の分析枠組み
を構成する 5つの基本概念が＜所有＞なる「制御能」と＜所有＞ならざる「制
御能」とを区別する基準になるべきであるが，＜所有＞なる「制御能」形態を
特定化する基準としてここでは「制御能の内容」と「制御能の帰属」が採用さ
れる。つまり，「制御能」の「帰属」と「内容」に関するつぎの4つの視点ーこ
れを「所有性ー準所有性の4次元」と呼ぶーに基づいて「科学的所有概念」33)
が多次元的に構成される34)0 
(1) 第1次元：① 「制御能対象」の「完全排他的帰属」＝所有的
R 「制御能対象」の「不完全排他的帰属」＝準所有的
（③ 「制御能対象」の「完全非排他的帰属」＝脱所有状態）
31)つぎの論文はそうした槻点に立っていた。「社会システム論における情報ー資源処理
パラダイムの構想」；「ある社会学徒の原認識」， 吉田民人編著『社会科学への招待：
社会学』日本評論社， 9-65,1978年；「資本主義・社会主義パラダイムの終焉――—所有
論の再建を求めて一」，『季刊・創造の世界』第28号，小学館， 1978年。
32)吉田， 「所有構造の理論」， 224ペー ジ。
33)同上， 225ページ。吉田氏は所有の一般概念を基礎にした所有の一般理論構築のため
には所有の「歴史概念」と「理論概念」とを区別する必要があることを強調される
が，この点に関しては筆者も全く同意見である（吉田，「資本主義・社会主義パラダ
イムの終焉」， 89-88ペー ジ）。
34)この他に， 「制御能の帰属」の「長期性一短期性」という次元も考えられているが，
この場合もちろん長期性が「所有的」で短期性が「準所有的」である。
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(2) 第2次元：① 「制御能領域」の「3階性」＝所有的
③ 「制御能領域」の「2階性」＝準所有的
(3) 第3次元：① 「制御能局面」の「採択性」＝所有的
R 「制御能局面」の「拒否性」＝準所有的
(4) 第4次元：① 「制御能水準」の「上級性」＝所有的
② 「制御能水準」の「中級性」＝準所有的
そこで「科学的構成概念としての所有」は 1つの可能性として「4次元すべ
てで所有的と規定される制御能」と定義され， 「4次元すべてにおいて，少な
くとも準所有性の条件をみたす制御能」を「準所有」と名付けている。こうし
て，「自律的な関係行為」である「制御能」は「所有」，「準所有」， 「その他の
制御能」の 3つに分類される35)。
さて，一定の社会システムにおける「制御能」の全体集合の構造ないし編成
様式である「制御能構造」は，基本的に「第 1次制御能構造」と「第 2次制御
能構造」とに 2分されている 36)。
35) 「関係行為の可能性の集合」全体の諸形態はつぎのように類別される（吉田，「所有
構造の理論」， 227ページ）。
関係行為
の可能性一
の集合
付表1 「関係行為の可能性の集合」の諸形態
ー所有
ー自律的：制御能ー一準所有
関係行為の可 | ―脱所有
一能性の集合の一 ―その他の—L-c:
制御能
一他律的：非所有一
関係行為の可 ー不所有
一能性の集合の：無所有
空集合
36)前者は「制御能空間を構成する主体・客体・内容・帰属の 4要素の間の持続的＝定型
的な結合，またはその結合のパタン」であり，後者は「関係行為の自律性ー他律性の
持続的＝定型的な主体間配分， またはその配分パタン」である（吉田，「所有構造の
理論」， 228ペー ジ）。
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まず， 「第 1次制御能構造」の「生成原理」は「制御能」の「主体・客体・
内容・婦属」の4つの構成要素の「包括化一分割化」に求められる37)。この
「第 1次制御能構造」は図 1のような「完全排他的帰属」を条件とした場合の
簡単な生成モデルによって例示される。
A型は「客体包括＝内容包括型」， B型は「客体分割＝内容包括型」， C型は
「客体包括＝内容分割型」， D型は「客体混成＝内容分割型」の「制御能構造」
を示している。具体的には， A型は理念としての集権的社会主義の型であり，
B型は近代市民社会の近代的所有権の型，すなわち「客体分割」（有体物の分割）
・「内容包括」（自由な使用・収益・処分）・「帰属包括」（無期限の完全排他的帰属）の
型である。現代的所有関係の特色のひとつは，「内容分割」型の所有と「準所
図L 「第1次制御能構造」の簡単な生成モデル
A型 B型 C型 D型
R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 
V1 S1 ! S1 V, S, S2 V1 S1 ! S1 V1 S, ! S1 
------1------ -----------------------―: 
V2 _ S, ! S, V2 S, S2 V2 S2 j S2 V2 ふ Sa
注） s: 「制御能主体」； R: 「制御能客体」；v: 「制御能内容」
枠内の破線は「包括化」を，実線は「分割化」を示す。
出所）吉田民人，「所有構造の理論」， 232ベー ジ。
I 
37)第1に， 「制御能主体」の「包括化一分割化」は，上位主体と下位主体の間での「包
括化一分割化」と同位主体間での「包括化一分割化」とに分かれる。第 2に， 「制御
能客体」の「包括化一分割化」は， 4つのタイプの資源の間での「包括化一分割化」
とそれぞれの資源内部での「包括化一分割化」とに分かれる。第3に，「制御能内容」
の「包括化一分割化」は， 「関係行為の領域」の「包括化一分割化」 （すなわち「支
配能」と「帰属能」との間での「包括化一分割化」， 各種「支配能」の「包括化一分
割化」，各種「帰屈能」の「包括化一分割化」），および「局面」，「水準」それぞれで
の「包括化一分割化」の 3つに区分される。最後に，． 「制御能の帰属」の「包括化ー
分割化」は，「被帰属主体」の「包括化一分割化」（すなわち「排他化ー非排他化」）と
「帰属期間」の「包括化一分割化」（すなわち「長期化一短期化」） とに 2分される
（吉田，「所有構造の理論」， 231ペー ジ）。
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有」の復興であるが， C型は例えば現代資本主義における所有と経営の分離を示
す。すなわち， V1, V2, がそれぞれ株主権と経営権， S1, S2, がそれぞれ株
主と経営者で，両者の「客体」は共通である 38)。また， D型はソ連社会主義の
分権化（「関係行為」の「水準分割化」）による所有（国家の所有権）と経営（国有企業の
運用管理権）との分離を示す型とみられる。つまり， V1は上級決定権， V2は
中・下級決定権， S1は国家， S2, Saは国有企業を意味する。なお，全体主
体，部分主体間での「客体分割」型の「所有・準所有」構造と「内容分割」型
の「所有・準所有」構造は，それぞれ「第 1種複合体制」，「第 2種複合体制」
と呼ばれる 39)。
つぎに， 「第 2次制御能構造」の「生成原理」は「関係行為」の「自律性一
他律性」に求められる。この「自律性ー他律性」は「単独決定・共同決定・委
任決定・被強制決定なる意志決定の対他的様式の 4段階尺度」40) によって把握
され，生成可能な「第 2次制御能構造」の基本形態は表1のように 4つに区分
38)この型の「先例は各種の用益物権（すなわち土地に対する内容分割所有）や中世の分
割所有権」である。 また「入会権」もこの型のヴァリアントのひとつである。つま
り， R1;R2は入会山， S1は入会団体， V1は管理処分権能， V2は利用権能， そし
て S2に Sa,84, …，Snを加えて（非排他化して）入会団体構成員とみなすのであ
る。けれども， こうした＜総有＞的構造は前近代的遺制に限定されず，例えば「社会
的共通資本をめぐる公的機関の排他的な管理権能と一般市民の非排他的な利用権能と
の対抗という，きわめて現代的な課題を提供している」。その意味で，「総有形態の復
活」が指摘される（吉田，「所有構造の理論」， 233ページ）。これに関連して，土地所
有権を「ローマ法型の土地所有権」と「ゲルマン法型の土地所有権」の 2つの原型に
区分し，現代における分割所有型のゲルマン法型所有権の復権を説くつぎの文献は貴
重な視点を提供してくれる。篠塚昭次『土地所有権と現代：歴史からの展望』日本放
送出版協会， 1974年。
39)広義の分権的社会主義は，自主管理制度を除けば，この「第 2種複合体制」に尽きて
いるという。これに対して，現代資本主義的混合体制は「第 1種複合体制」と「第2
種複合体制」との混合であると規定される。なお， 自主管理制度はつぎに扱う「第 2
次制御能構造」の特性を示す（吉田，「所有構造の理論」， 233-234ペー ジ）。
40)この4段階尺度は， 「個人主体」の決定から上位の「集団主体」の決定まで反復して
適用される（吉田，「所有構造の理論」， 234-235ペー ジ）。
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表1 生成可能な「第2次制御能構造」の基本形態
主 体 I X y 
第1型 単独決定 1 単独決定
夕
第2型 共同決定（参加決定）
イ
第3型 被委任決定 委任決定
プ
第4型 強制決定 被強制決定
出所）吉田民人，「所有構造の理論」， 235ペー ジ。
される。
第 1型は直接民主制的な「制御能構造」であるが41), 現代社会において著し
く重要性の高まってきているのは第 2型（参加）と第 3型（委任）である42)。労働
者の経営参加や自主管理，住民参加や消費者参加は第2型に属するが，大規模
・複雑・専門化した現代の高度産業社会においては第3型の委任も必要・不可
欠なものになっている。
最後に，吉田氏は「押しとどめようのない歴史の流れ」として，所有と経営
の分離にみられる「内容分割所有化」の流れ，労働者の経営参加や自主管理に
みられる「準所有化」の流れ，および社会的共通資本の公的機関の管理権能に
対抗して保障される一般市民の「非排他的」な利用権能の確立にみられる「脱
所有化」＝「総有的形態の復活」の流れの 3つを挙げ，‘部分主体と全体主体と
41)単独決定の併存は，少なくとも 3つの下位形態を含む。第 1はX, y各自に分割され
た「客体」の「内容包括」あるいは「内容分割」的「制御能」が「完全排他的」に帰
展する場合（近代市民社会の原理）， 第2は， X, y各自に同一の「客体」の異なる
「内容分割制御能」が「完全排他的」に帰属する場合（同一の土地に対する上級所有
権・下級所有権や「第2種複合体制」），第3は， X, y各自に同一の「客体」の同一
の「内容分割制御能」が「非排他的」に帰属する場合（社会的共通資本の「非排他
的」な利用権）である（吉田，「所有構造の理論」， 235ペー ジ）。
42)社会的意思決定の望ましい姿に関しては従来から 2つの原則が存在する。ひとつは，
当該決定に直接関係する者は全てその決定に参加すべきであるという「デモクラテイ
ックな原則」であり， もうひとつは，当該決定に必要な情報やその処理能力を有する
人々に限定・委任されるべきであるという「テクノクラティックな原則」である（吉
田，「所有構造の理論」， 236ペー ジ）。
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の組織的統合をめぐる今日的課題にたいしては「第 1次制御能構造」の視点か
ら，
① 「第 1種複合体制」による統合
③ 「第 2種複合体制」による統合
③ 部分主体と全体主体を媒介する中間集団による統合（企業等の職能集団と
自治体等の地域集団との最適ミックス）
を主張し， 「第2次制御能構造」の視点から，
④ 参加体制と委任体制の「対抗的相補性」の確立
を強調している43)。
ところで，以上の吉田氏の「所有構造の理論」とさきのリーヴの所有権のた
めの分析枠組みを比較した場合，所有理論の体系化の程度やその意図の点で大
きな隔たりがあるが，それでも両者が所有権制度分析の視点として提示してい
る要因はほぼ共通のものであると考えられる。また，前節で扱ったオノーレや
スネアーの所有権の概念と吉田氏のそれとを比較した場合にも同じようなこと
が言える。つまり，吉田氏の用語を用いて表せば，全ての論者が所有権制度分
析にとって「所有主体」，「所有客体」，「所有内容」，および「社会的保障・禁制」
ないし「権原」が重要な基本概念になることを指摘しているのである。ただそ
の場合，吉田氏以外は所有権概念の構成要素という形で指摘しながらも，それ
を一括して「所有客体」と区別される「所有内容」であるという理解にまでは
至っていない44)。同時にまた，吉田氏の言う所有権0)「歴史的概念」にとらわ
れて，「所有主体・客体・内容」の「包括化一分割化」ないし「所有対象」（「所
有客体」と「所有内容」の両者を意味する）の「所有主体」への「帰属」の「排他性一
非排他性」といった「理論概念」に到達できていない45)。といって，彼らの分
43)吉田，「所有構造の理論」， 238,239ペー ジ。
44)注 28)参照。 ' 
45)しかし，オノーレ，スネアーが彼らの挙げた所有権概念の構成要素の全てを所有権を
構成するための必要要素と考えなかった点は， 「自律的な関係行為の可能性の集合」
を「所有・準所有• その他の制御能」に区分した吉田氏の観点に通ずるものがある。
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析の意味が低下するわけではない。例えば， リーヴの所有権の「歴史的概念」
にかかわる分析は十分に検討に値するものである46)。いずれにせよ，これらの
点が吉田氏の「所有構造の理論」の大きな特徴となっているのである。
]I[. 所有権制度分析のための枠組み〔B〕
さて，ここで以上の所有権に関する議論を踏まえて筆者なりの所有権制度分
析のための枠組みを提示してみたい。ただし，所有権を「制御域」ないし「意
思決定構造」にかかわる問題として捉える点，所有権分析のために「所有主体
・客体・内容」が基本的な概念となるという立場をとる点等，基本的な理解で
は上述の論者達と軌を一にする。それにもかかわらず，ここでは敢えて所有権
制度把握のための枠組みとして，つぎの 5つの視座を提示してみたい47)。
(1) 所有主体：①第 1次主体
③第 2次主体
(2) 所有客体
(3) 希薄化の程度：所有内容の制限の程度
(4) 主体の民主化（あるいは自律化）の程度
(5) 対応する価値観
以上5つの視座は，基本的には前節までの議論で提示されたものにほぼ対応
するものであるが，若干の相違が存在する。まず，「所有主体」に関しては，
「第 1次主体」と「第2次主体」に分類される48)。前者は「所有内容」である
使用・収益・処分の権限等を一般的には直接行使すると考えられる主体であ
注 10)参照。
46)この点については，所有の「歴史的概念」を「理論概念」に関連させて別の機会に検
討してみたい。
47)ここでは，いたずらに新しい用語を用いることを避け，前節までの議論との関連を考
ぇ，できる限り同一の用語を用いるよう心掛けた。
48)ここでは， 「第2次主体」は「第1次主体」よりも上位の主体を想定して考察を進め
る。
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り49), 後者は「所有内容」の「分割化」による「希薄化」によるその権限の
委譲先を示す50)。ところで， この「希薄化」 (attenuation)50とは， いわゆる
「所有権パラダイム」 (propertyrights paradigm)ないし「所有権アプローチ」
(property right approach)52lにおいて用いられる用語であるが， 基本的には所
有権を「諸権利の束」ないし「制御能」と考えることで，その権利ないし「制
御能」に制限が加わることを意味する。したがって， 「希薄化」の程度に応じ
て様々な所有権が存在することになる53)。ここでは，この「所有内容」の「希
薄化」の程度と「第 1次所有主体」の集団化の程度に応じて図 254)のように基
本的な所有権制度の多様性が考えられるが，この場合「所有内容」の「所有主
体」への「帰属」は「完全排他的」であると想定されている。この図2の所有
権制度の多様性に現実に存在する所有権制度を対応させたものが図3である。
つぎに，第4の視座は基本的には吉田氏の主張する「第2次制御能構造」に
おける「自律性ー他律性」に相当するものであるが，筆者の場合「所有主体」
として「第 1次主体」と「第2次主体」が挙げられていることに対応して，主
体の「自律化」ないし「民主化」の程度とは，「第 1次主体」と「第 2次主体」
の「自律化」ないし「民主化」の程度という 2つの側面を含む点が異なってい
る。
第5の視座である「対応する価値観」は，所有権の正当性の根拠をどこに求
49)しかし，以下の議論から明らかになるように，「直接行使する」と言っても「希薄化」
の程度が高まると，むしろつぎの「第2次主体」が「直接行使する」と考えたほうが
よい状況もでてくる。
50)権限委譲についても，注 49)と同じようなことが言える。
51) Furubotn & Pejovich, op. cit., p. 1140 ; Alchian & Demsets, op. cit., p.20. 
52) 「所有権パラダイム」ないし「所有権アプローチ」については，拙稿「最適所有権制
度の選択」 （『星陵台論集』第16巻第 1号， 1983年）を参照されたい。
53)注3)参照。
54)筆者はかつてこの図に関連して「各権利（＝制御能）は量を持ち，その減少も『希薄
化」に含められよう」と述べたが，これはつぎに述べる「所有内容」の「所有主体」
への「帰属」の「排他性ー非排他性」に関係してくる観点であった。
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図2 所有権の希薄化と集団化＊
1669 
???
3⑧ 2R 3⑤ 2⑤ 
狛RN的所イi権 希薄化された巣団的所布権
1⑧ 
1⑧ 
1⑧ 
l⑧ 
1⑤ 
l⑤ • 
1⑤ 
1⑧ 1⑤ 
1⑤ 
「近代的私的所f権」 希薄化された私的所有権
希薄化
* 5人からなる社会を考え， 1, 2は所有権者数を，⑧，⑥
は「諸権利の束」の権利数ないし「制御能」の数を示す。
出所）拙稿「最適所有権制度の選択」， 『星陵台論集』第16巻，
第 1号， 1983年， 48ペー ジ。
めるかということであり，オノーレ，スネアーの言う「権原」の概念，吉田氏
の言う「制御能の社会的保障・禁制」に関係してくる観点である55)。筆者は，
かつて所有権の正当性の根拠として「自由」，「効率」，「平等」の 3つの価値をそ
れぞれ前提とするアプローチとして「権利資格の理論」 (entitlementtheory), 
55)注 22)参照。
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図3 所有権制度の多様性
???
i i 
!'i : i 
古典的株式会社l現代の株式会ネりユーゴの社会
：有企業
, __----------—• -------------—ト --------------------r-----------
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i ! ： 
！ユーゴの個人 iソ連のr,留地
；的所有 ！ 
！ 
ソ連型社会
主義企業
近代的私的
所有権
現代の私的
所布権
希博化
出所）拙稿，前掲論文， 51ペー ジ。
図4 各アプローチの方向＊
???
「社会有アプローチ」 ??
?
?
二の理論」
希薄化
＊「所有権アプローチ」の方向は条件次第で変わる。
出所）拙稿，前掲論文， 58ペー ジ。
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「所有権アプロー チ」， 「社会有アプローチ」 (socialownership approach)56lと
いうものが考えられ，各アプローチの指向する所有権制度の方向を図 2,図3
と同じ平面に表せば，図4のようになることを指摘した57)。
なお，「所有客体」については，差し当たっては吉田氏にならって，「物的・
情報的・人的•関係的資源」等を念頭においているが，ここでの議論には直接
関係してこない。しかし，そのことはこの概念の重要性を低く判断しているの
ではなく，むしろ逆に重要性ゆえにここでは直接扱うことを控えた。とくに，
「人的•関係的資源」と関連して「情報的資源」の把握は今日最も重要な課題
であると考えられる匈。
さて，上記の視座の中から， 例えば「所有主体」である「第1次主体」と
「第2次主体」，「希薄化」の程度，「民主化」ないし「自律化」の程度を取り
出して，所有権制度の全体構造を図示すれば，図5のようになろう。図5にお
、いて， a軸は「所有内容」（＝「制御能」）の「希薄化」の程度を， b,d軸はそれ
ぞれ所有の「第 1次主体」と「第2次主体」の集団化の程度を， そして C軸
は両主体の「民主化」ないし「自律化」の程度を示している。
56)「権利資格の理論」はノジック (R.Nozick)の所有論，「所有権アプローチ」はフル
ボトン，ペジョヴィッチ， デムゼッツ等の主張する所有論であり，「社会有アプロー
チ」はプルス(W.Brus), ホルヴァート，アドラーーカールソン等の所有論に筆者が命
名したものである。各アプローチの詳細については拙稿（前掲），およびつぎの文献を
参照されたい。 W.Brus, Socialist Ownership and Political Sysetms, Routledge 
& Kegan Paul, 1975 (大津定美訳『社会化と政治体制：東欧社会主義のダイナミズ
ム』新評論， 1982年）； R. Nozick, Anarchy, State and Utopia, Basic Books, 
1974. 
57)図に関連して，経済社会学会関西部会 (1986年 11月22日）において百々和教授（神
戸学院大学）から「自由と平等は両極端の価値でありうるか」 という御指摘を頂い
たが，ここでの「自由」，「平等」は自由主義者の言う「自由」，社会主義者の言う「平
等」と限定された意味で使用されている。
58) 「情報的資源」の特性に関して， つぎの文献は極めて興味ある視点を提供してくれ
る。飯尾要『システム思考人間』日本評論社， 1986年（とくに， 208-219ページ）；公
文俊平「ネットワーキング：第三の社会システムー市場・組織と並ぶカギ握る『情報
権』の確立」， 日本経済新聞， 1986年12月27日付。
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図5 所有権制度の全体構造＊
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* C: 古典的資本主義経済； M: 現代資本主義経済； s: 現代社会主義経済；
y: ユーゴスラビア労働者自主管理経済
図の第1象限は図2, 3, 4と同じ平面であるが，「所有権の内容」の「希
薄化」ないし制限の程度ではユーゴスラビア自主管理社会主義経済もソ連型の
現代社会主義経済でも同様に現代資本主義や古典的資本主義経済よりもかなり
強いものであるが一その意味では，両社会主義とも社会的所有を追求している
と言いうるが一，その「第 1次所有主体」内での「民主化」ないし「自律化」
の程度という観点から眺めると（第2象限）ユーゴ型社会主義のみがひとつ特異
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でありその他の体制においては「民主化」の程度は低い。つまり，その他の体
制には企業内民主主義の問題が残る。
一方， 「第 1次主体」の「所有権の内容」に課される制限された権限ないし
「制御能」の委譲先である「第2次主体」の観点から眺めると（第4象限），現
代資本主義，現代社会主義は一般的により上位の主体に権限委譲されており，
官僚主義の問題が発生しているのに対して，ユーゴ社会主義の場合，比較的中
位の主体に権限委譲されている。この場合官僚主義化の問題については，現代
資本主義とソ連型現代社会主義を比較すると， 「第 1次主体」から委譲される
「制御能」が相対的に大きい現代社会主義経済のほうがより深刻な官僚化の問
題を抱えている可能性が大きくなる59)。と同時に，現代社会主義においてはむ
しろ「第 2次主体」のほうが所有の実質的な主体となり，「第 1次主体」はそ
の利用権等を有するにすぎない「制御主体」になってくる。また，ューゴ社会
主義における「第2次主体」が比較的中位の主体であるという点については，
吉田氏の指摘する職能団体や地域集団を媒介とする「部分主体」と「全体主体
」との統合という観点から評価できるし，この点がユーゴ型社会主義のひとつ
の大きな特徴である。他方，現代資本主義経済において，官僚化の問題点が指
摘され地域主義や中間集団が強調されているのもこの第4象限にかかわる事柄
である。
しかし，「第 1次主体」から所有にかかわる「制御能」を委譲されている「第
2次主体」における「民主化」ないし「自律化」の程度の観点から眺めると
（第3象限），現代社会主義については言うまでもなく， ユーゴ型社会主義につ
いても問題が残る 60)。結局，この点は政治システムにかかわる領域であり問題
点や困難な点が多いが，フルボトンとペジョヴィッチの言うように「所有権の
59)注 27)参照。
60)この点については，拙稿「ユーゴスラビアの地方分権化と共産主義者同盟」 （梅津和
郎・福田敏浩編著『現代ソ連・東欧の政治と経済』芙蓉書房， 1985年）を参照された
vヽ
゜
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理論は実際には国家の理論が存在しなければ完成しえない」61) ものである限り
重要な観点であることに変わりはない。また，公共選択学派流に表現すれば，第
2, 3象限に表れているように，現代資本主義体制とユーゴ型社会主義におけ
る企業内民主主義と政治的ないし産業民主主義との原則のギャップは大きな問
題である。その点ではむしろソ連型の現代社会主義は一貫している。しかし，
この両象限に関する「自律化」ないし「民主化」の問題については，吉田氏も
指摘するように，「デモクラティックな原則」と「テクノクラティックな原則」
の，あるいは参加体制と委任体制の「対抗的相補性」の確立という視角が必要
となってくるように思われる62)。
以上の観点から眺めれば，図4で挙げた「自由」，「平等」を価値前提とする
アプローチがそれぞれの指向する方向への所有権を選択したとしても，必然的
にその目的を達成しうるものとは言えないことがわかる。つまり，図5によっ
て示されるように，第1象限によって残りの3つの象限の相が一義的に決定さ
れるものではないとし・ヽうことである。また，「効率」を価値前提とする 「所有
権アプローチ」の方向は一般的には条件次第で変化すると言いうるが，このア
プローチでは基本的に「所有権の束」のそれぞれが自由に譲渡可能なものとし
て考えられ，その結果として一般財の自由な市場取引の結果達成されるパレー
ト最適に対応する効率性が達成されうるものと考えられている。したがってそ
の論理においては，効率性以外の価値はほとんど無視されているわけであり，
その意味で図 5における第2,第3の2つの象限は全く考慮されていないと言
うことができよう 68)。いずれにせよ，現代の高度産業社会における所有権制度
は資本主義的私的所有か社会主義的公有かの単純な 2分法のみで捉え切れるも
61) Furubotn & Pejovich, op. cit:, p. 1140. 
62)注 42)参照。
63) Reeve, op .cit., pp. 23 26. ところで，「所有権アプローチ」ないし「所有権パラダ
イム」は近年盛んになっている「法と経済学」 (Lawand Economics)と呼ばれる研
究の重要な一部を形成し，「所有権の経済学」 (theeconomics of property rights) 
とも呼ばれている。例えば，つぎの文献を参照されたい。 N.Mercuro & T. P. Ryan, 
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のでないことは，以上の分析から充分明らかであろう。
おわりに
1676 
以上，オノーレ，スネアー等の所有権概念の分析，リーヴの所有権の枠組み，
吉田氏の「所有構造の理論」の検討を行った上で，筆者なりの所有権制度把握
のための枠組みを提示したが，それはあくまでもひとつの枠組み(aframework) 
にすぎないものである。
筆者の関心は， 「経済体制論」という経済体制に関する一般論の構築である
が，これまでのところこうした経済体制の一般理論の試みは少ない64)。「経済
体制論」とはそもそも経済システム全体を分析しようとする志向を持つもので
あるのに対し，正確かつ実証的な分析はそのシステムの構成部分に関してのみ
可能である。その意味で，両者の間には大きな溝が存在するが， この溝を埋
め，これまでの体制論を成立させてきたのが分析者個人の思想であり，歴史哲
学であった。こうした分析の意義は充分に認めながらも，筆者としてはできう
る限りそういうものに頼らない，あるいはそれらを包摂しうるような体制論と
いうものを考えてみたいわけである65)。換言すれば，所有制度を「制御域」の
問題として捉える視角からこのような体制論への道を模索しているのである。
本稿で展開した議論は以上のような槻点から試みられたものであるが，・残さ
れた課題は多い。まず，経済体制論の根幹をなす所有論そのものがまだ充分に
展開されていないということであり，つぎに体制論における他の重要な要因で
ある市場機構，計画，分配様式あるいはインセンティヴ様式等と所有論とをど
Economics and Public Policy, JAI Press, 1~84 (関谷登訳『法と経済学』成文堂，
1986年）。
64)筆者の考えるような経済体制の一般理論を試みているものとしてはつぎのようなも
のがある。 E.Neuberger & W. J. Duffy, Comparative Economic Systems: A 
Decision-Making Approach, Allyn and Bacon, Inc., 1976; 村上・熊谷・公文『経
済体制論』。
65)村上泰亮，「経済体制分析序説」，『思想』 1971年1号， 1440-1441ページ参照。
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のように結合するかという問題である。最後に，こうした理論分析と並行した
フィールドワークの必要性である。いずれも，体制論にとって必要かつ多くの
労力と時間を要するテーマであるが，上述の意味での経済体制の一般理論の構
築にとって必須のものである。したがって，これらのことは今後の課題として
行きたい。
146 
